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Ⅰ はじめに 

 １．第２期君津市「まち・ひと・しごと創生」総合戦略改訂の趣旨 

   本市では、人口減少に歯止めをかけ、活力ある地域を維持していくため、

２０２０年（令和２年）３月に第２期君津市「まち・ひと・しごと創生」総

合戦略（以下、第２期総合戦略という。）を策定し、各施策に取り組んでい

ます。 

   令和元年房総半島台風をはじめとする一連の大規模自然災害、そして今

なお世界規模で猛威を振るう新型コロナウイルス感染症により、市民生活

をはじめ、市内経済に甚大な影響を及ぼす中、引き続き災害に強いまちづ

くりや、新型コロナウイルス感染症拡大防止と社会経済活動の両立に向け

て取り組むとともに、第２期総合戦略を着実に推進していく必要がありま

す。 

こうしたことから、国の動向等も勘案しながら、第２期総合戦略の改訂を

行いました。 

 

 ２．位置づけ（まちづくり実施計画との関係性） 

   本市の最上位計画である君津市総合計画（以下、「総合計画」という。）

の総仕上げとも言うべき、第３次まちづくり実施計画（以下、「まちづくり

実施計画」という。）では、転入促進と転出抑制で人口減少に歯止めをかけ

ることを重点施策としており、第２期総合戦略の考えを包含するものです。 

このため、第２期総合戦略については、まちづくり実施計画における、重

点施策を戦略的に推進するための行動計画（アクションプラン）として位置

づけるとともに、次期総合計画の先導的な役割を担うものとします。 

 

 ３．計画期間 

   第２期総合戦略の計画期間は、総合計画の計画期間（２０１３年度（平成

２５年度）～２０２２年度（令和４年度））との整合を図るとともに、将来

的な総合計画と総合戦略の一体化を見据え、２０２０年度（令和２年度）か

ら２０２２年度（令和４年度）までの３年間とします。 

なお、計画期間中においても、社会経済情勢の変化や国の動向等に応じ 

て、適宜見直しを行います。 
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４．推進体制 

第２期総合戦略の推進にあたっては、産・官・学・金・労・言の各分野の

代表で構成される、君津市「まち・ひと・しごと創生」有識者会議において、

各施策の効果検証等を行います。 

また、施策横断的な取組を推進するとともに、内容の見直しを柔軟に行う

など、実効性を確保します。  

 

５．持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の推進 

国際社会全体の目標でもある「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」につい

ては、国の総合戦略（２０２０年改訂版）に盛り込まれているほか、地方自

治体においても、取組を推進するよう求められています。 

このため、本市においても、ＳＤＧｓの目標と第２期総合戦略の施策を関

連付けて取り組むとともに、地域内外の様々なステークホルダーが立場を超

えて連携しながら、誰一人取り残さない「希望に満ちた君津の未来」を実現

していきます。 

 

【ＳＤＧｓのロゴ】 
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【ＳＤＧｓの１７の目標】 

目標（ゴール） 説明および自治体行政の果たし得る役割 

 

目標１．あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる 

自治体行政は貧困で生活に苦しむ人々を特定し、支援する上で最も適

したポジションにいます。各自治体においてすべての市民に必要最低限

の暮らしが確保されるよう、きめ細やかな支援策が求められています。 

 

目標２．飢餓を終わらせ、食料安全保障および栄養改善を実

現し、持続可能な農業を促進する 

自治体は土地や水資源を含む自然資産を活用して農業や畜産などの食

料生産の支援を行うことが可能です。そのためにも適切な土地利用計画

が不可欠です。公的・私的な土地で都市農業を含む食料生産活動を推進

し、安全な食料確保に貢献することもできます。 

 

目標３．あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保

し、福祉を促進する 

住民の健康維持は自治体の保健福祉行政の根幹です。国民皆保険制度

の運営も住民の健康維持に貢献しています。都市環境を良好に保つこと

によって住民の健康状態を維持・改善可能であるという研究成果も得ら

れています。 

 

目標４．すべての人に包摂的かつ公正な質の高い教育を確保

し、生涯学習の機会を促進する 

教育の中でも特に義務教育等の初等教育においては自治体が果たすべ

き役割は非常に大きいといえます。地域住民の知的レベルを引き上げる

ためにも、学校教育と社会教育の両面における自治体行政の取組は重要

です。 

 

目標５．ジェンダー平等を達成し、すべての女性および女児

の能力強化を行う 

自治体による女性や子供等の弱者の人権を守る取組は大変重要です。

また、自治体行政や社会システムにジェンダー平等を反映させるために

行政職員や審議会委員等における女性の割合を増やすのも重要な取組と

いえます。 
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目標６．すべての人々の水と衛生の利用可能性と持続可能な

管理を確保する 

安全で清潔な水へのアクセスは住民の日常生活を支える基盤です。水

道事業は自治体の行政サービスとして提供されることが多く、水源地の

環境保全を通して水質を良好に保つことも自治体の大事な責務です。 

 

目標７．すべての人々の、安価かつ信頼できる持続可能な近

代的エネルギーへのアクセスを確保する 

公共建築物に対して率先して省/再エネを推進したり、住民が省/再エ

ネ対策を推進する際に補助を出す等、安価かつ効率的で信頼性の高い持

続可能なエネルギー源へのアクセスを増やすことも自治体の大きな役割

といえます。 

 

目標８．包摂的かつ持続可能な経済成長およびすべての人々

の完全かつ生産的な雇用と働きがいのある人間らしい雇用

（ディーセント・ワーク）を促進する 

自治体は経済成長戦略の策定を通して地域経済の活性化や雇用の創出

に直接的に関与することができます。また、勤務環境の改善や社会サー

ビスの制度整備を通して労働者の待遇を改善することも可能な立場にあ

ります。 

 

目標９.強靱（レジリエント）なインフラ構築、包摂的かつ持

続可能な産業化の促進およびイノベーションの推進を図る 

自治体は地域のインフラ整備に対して極めて大きな役割を有していま

す。地域経済の活性化戦略の中に、地元企業の支援などを盛り込むこと

で新たな産業やイノベーションを創出することにも貢献することがで 

きます。 

 

目標１０．各国内および各国間の不平等を是正する 

差別や偏見の解消を推進する上でも自治体は主導的な役割を担うこと

ができます。少数意見を吸い上げつつ、不公平・不平等のないまちづく

りを行うことが求められています。 

 

目標１１．包摂的で安全かつ強靱（レジリエント）で持続可

能な都市および人間居住を実現する 

包摂的で、安全な、強靱で持続可能なまちづくりを進めることは首長

や自治体行政職員にとって究極的な目標であり、存在理由そのものです。

都市化が進む世界の中で自治体行政の果たし得る役割は益々大きくなっ

ています。 
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目標１２．持続可能な生産消費形態を確保する 

環境負荷削減を進める上で持続可能な生産と消費は非常に重要なテー

マです。これを推進するためには市民一人一人の意識や行動を見直す必

要があります。省エネや３Ｒの徹底など、市民対象の環境教育などを行

うことでこの流れを加速させることが可能です。 

 

目標１３．気候変動およびその影響を軽減するための緊急対

策を講じる 

気候変動問題は年々深刻化し、既に多くの形でその影響は顕在化して

います。従来の温室効果ガス削減といった緩和策だけでなく、気候変動

に備えた適応策の検討と策定を各自治体で行うことが求められていま

す。 

 

目標１４．持続可能な開発のために海洋・海洋資源を保全し、

持続可能な形で利用する 

海洋汚染の原因の８割は陸上の活動に起因していると言われていま

す。まちの中で発生した汚染が河川等を通して海洋に流れ出ることがな

いように、臨海都市だけでなくすべての自治体で汚染対策を講じること

が重要です。 

 

目標１５．陸域生態系の保護・回復・持続可能な利用の推進、

持続可能な森林の経営、砂漠化への対処、ならびに土地の劣

化の阻止・回復および生物多様性の損失を阻止する 

自然生態系の保護と土地利用計画は密接な関係があり、自治体が大き

な役割を有するといえます。自然資産を広域に保護するためには、自治

体単独で対策を講じるのではなく、国や周辺自治体、その他関係者との

連携が不可欠です。 

 

目標１６． 持続可能な開発のための平和で包摂的な社会を促

進し、すべての人々に司法へのアクセスを提供し、あらゆる

レベルにおいて効果的で説明責任のある包摂的な制度を構築

する 

平和で公正な社会を作る上でも自治体は大きな責務を負っています。

地域内の多くの市民の参画を促して参加型の行政を推進して、暴力や犯

罪を減らすのも自治体の役割といえます。 
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目標１７．持続可能な開発のための実施手段を強化し、グロ

ーバル・パートナーシップを活性化する 

自治体は公的／民間セクター、市民、ＮＧＯ/ＮＰＯなど多くの関係者

を結び付け、パートナーシップの推進を担う中核的な存在になり得ます。

持続可能な世界を構築していく上で多様な主体の協力関係を築くことは

極めて重要です。 

 

資料：説明は外務省が日本語訳したもの（関係各省庁においても同訳を引用）、自治体の果たし得る役

割は国の関係各省庁が参考資料として示している「私たちのまちにとっての SDGs（持続可能な

開発目標）－導入のためのガイドライン－（2018 年 3 月版（第 2 版）」（自治体 SDGs ガイドラ

イン検討委員会編集）において記載されており、国際的な地方自治体の連合組織である

UCLG(United Cities and Local Governments)が示した内容を日本語訳したもの 
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Ⅱ 第２期総合戦略 令和 3 年度（2021 年度）改訂版 

人口ビジョン、新型コロナウイルス感染症による社会経済情勢の変化、国の

動向等を勘案しながら、第２期総合戦略における基本的な考え方、今後の施策

の方向性などを示します。 

 

１．国の第２期「まち・ひと・しごと創生」総合戦略における基本的な考え方 

 （１）全体の枠組 

第１期で根付いた地方創生の意識や取組を「継続を力にする」という姿

勢で維持し、地方創生のより一層の充実・強化に取り組むとしています。 

 

（２）４つの基本目標 

人口減少を克服し、将来にわたって成長力を確保し、「活力ある日本社

会」を維持するため、以下の４点を基本目標としています。 

① 稼ぐ地域をつくるとともに、安心して働けるようにする 

② 地方とのつながりを築き、地方への新しいひとの流れをつくる 

③ 結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

④ ひとが集う、安心して暮らすことができる魅力的な地域をつくる 

 

また、横断的な目標として、以下の２点に向けた政策を進めるとしてい

ます。 

① 多様な人材の活躍を推進する（多様な人々の活躍による地方創生の 

推進など） 

② 新しい時代の流れを力にする（地域におけるＤＸ（デジタル・トラン

スフォーメーション）の活用による地域課題の解決、地方創生ＳＤＧｓ

の実現などの持続可能なまちづくりなど） 

 

（３）「まち」「ひと」「しごと」の好循環 

地域の特性に応じて、「しごと」起点と合わせ、「ひと」起点、「まち」

起点という多様なアプローチを柔軟に行うことが重要としています。 

 

（４）新型コロナウイルス感染症を踏まえた今後の地方創生の取組の方向性 

国の総合戦略（2020 改訂版）では、新型コロナウイルス感染症による影

響等を踏まえた今後の地方創生の取組の方向性として、次の２点を基本的

な方針として掲げています。 
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① 感染症による意識・行動変容を踏まえた、ひと・しごとの流れの創出 

     感染症を契機とした地方移住への関心の高まりを、地方への大きなひ

と・しごとの流れにつなげていくためには、各地域が感染症対策を十分に

行うなど新たな日常への対応を進めつつ、恵まれた自然環境や人々の絆の

強さ、感染症拡大のリスクの低さなどの地域の魅力を高め、人をひきつけ

る地域づくりに取り組むこと、そしてその地域がその魅力をしっかりと発

信していくことが重要である。 

 

 ② 各地域の特色を踏まえた自主的・主体的な取組の促進 

地域の人口・産業等の状況は地域ごとに様々であるため、地域に適した

地方創生の取組を進めるためには、これまでも地域の自主的・主体的な取

組が重要であった。感染症の影響を踏まえ、今後の地方創生の取組を行う

上では、感染症に伴う課題が加わったことで地域ごとの状況の違いがより

顕著に現れてくることから、より一層、各地域が地域の将来を「我が事」と

して捉え、自らの特色や状況を十分に把握し、最も適した取組の方向性を

模索することが必要となってくる。また、隣接する地域との積極的な連携

を図ることにより、それぞれの地域が抱える弱点を補完し合い、強みの相

乗効果を発揮することも重要である。 
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２．市の基本的な考え方 

 （１）これまでの取組の検証（総括） 

第１期総合戦略では、国の動向等を踏まえ「地域内経済を活性化させる

ことで、安定した雇用を創出する」「新たなひとの流れを創出し、地域内

へのひとの流れを促進させる」「地域が一体となり、安心して出産・子育

てできる環境を整える」「地域ごとに、持続性を担保しつつ活力ある地域

を維持するため、市内の人口動態を明らかにし、時代に適合した新たなま

ちづくりをすすめる」の４つの基本目標及び全ての基本目標に共通する施

策として、市民協働の推進を掲げ取り組んできました。 

また、毎年度の取組に関し、実効性を確保するため、施策・事務事業評

価を取り入れ、ＰＤＣＡサイクルによる進行管理を行ってきました。 

このような取組の結果、基本目標ごとの数値目標では、戦略策定時に比

べて改善が見られるものの、本市の人口減少の克服に結実する成果が得ら

れていない状況です。 

第２期総合戦略にあたっては、国の基本的な考え方を踏まえるとともに、

これまでの取組の課題に向き合い、ターゲットの絞り込みや施策間の連携

（パッケージ化）による効果の最大化を図る必要があります。 

 

（２）第２期総合戦略における取組の方向（基本的な視点） 

 

① 若い世代・女性にターゲットを絞る。 

本市の人口動向をみると、２０代・３０代といった若い世代が転出す 

る傾向にあります。また、市民アンケートにおいても、２０代の転出意

向の割合が高く、中でも女性の多くが「生活の不便さ」を理由にしてい

ます。 

産業や消費を支える若い世代の人口流出は、経済規模の縮小などによ

る地域活力の低下を招きます。 

このため、若い世代・女性にターゲットを絞り、住みたい、住み続け

たいと思える取組を推進します。 

 

② 君津の強み（らしさ）を活かす。 

本市の特徴は、「豊かな自然環境」「都心から近い」「臨海部の製鉄 

所の存在」など、様々なものがあります。市民アンケートにおいても、君 

津市に住み続けたい理由として、「豊かな自然環境」をあげる方が多い状 

況です。 
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このため、本市の持つ様々な魅力を有機的に結びつけ、報道・メディ

ア掲載を意識した積極的なシティプロモーションを行うなど、君津の強

み（らしさ）を活かした取組を推進します。 

 

③ 災害からの復旧・復興と安全安心な暮らしを実現する。 

本市は、令和元年房総半島台風等により、長きにわたる停電、断水や

家屋の損壊、事業者や農業関連施設への被害など、甚大な被害に見舞わ

れました。 

また、災害の復旧にあたっては、自らが被災しながらも手を差し伸べ

る姿を目にする中、改めて地域のつながりや支え合いの大切さを認識し

ました。 

この災害を教訓とし、早期の災害復旧・復興に向けて全力で取り組ん

でいくとともに、防災力の更なる強化と併せ、地域のつながりや支え合

いが息づく、安全安心な暮らしが実現できる取組を推進します。 

 

   ④ 新型コロナウイルス感染症拡大防止と社会経済活動の両立を図る。 

今なお世界的に猛威を振るう新型コロナウイルス感染症は本市の市

民生活、市内経済に甚大な影響を及ぼしています。 

感染症拡大防止を図りつつ、市内経済の再生に向けた施策を推進する

とともに、「新しい生活様式」を踏まえ、ＤＸを推進するなど、コロナ

禍における現在の地方への関心の高まりを好機と捉え、君津に住みたい

と思える取組を推進します。 
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持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の推進

「希望に満ちた君津の未来」

都市力（まち）の向上

土地利用のあり方の検討、公共施設
マネジメントの推進による機能向上

市民力（ひと）の向上

誰もが地域に愛着と誇りを持てる、
市民が主役のまちづくりを推進

産業力（しごと）の向上

企業が活動しやすい環境を整え、
民間活力を最大限に活かす

基本目標２ 君津へのひとの流れをつくる 

施策① 地域資源を活かした交流人口、関係人口の創出 

施策② 移住定住を支える環境の充実 

基本目標３ 安心して出産・子育てができる環境をつくる 

施策① 妊娠、出産、子育ての切れ目のない支援 

施策② 子どもの教育環境の充実 

基本目標４ つながり・支え合いによる安心安全なまちをつくる 

施策① 災害からの復旧復興と安心安全な暮らしの確保 

施策② 新型コロナウイルス感染症対策と新しい生活様式への対応 

施策③ コミュニティづくりの推進 

施策④ 地区の特性に応じた拠点の形成と交通ネットワークの充実 

基本目標 1 安心して働けるしごとをつくる 

施策① 産業競争力の強化 

施策② 起業、創業の支援 

施策③ 人材の確保、雇用環境の整備 

施策④ 力強い農業の推進 

３．今後の施策の方向 

（１）施策の全体像 

   

   

 

 

 

 

   

 

   

  

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（目指すべき方向性）  

（重点施策）  

（基本施策）  
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（２）重点施策 

    ４つの基本目標に基づく施策を先導する取組として、「都市力（まち）

の向上」、「市民力（ひと）の向上」、「産業力（しごと）の向上」に資

する施策を重点施策として位置づけ推進します。 

    また、これらの関係性をより一層高める（好循環を生み出す）ことで、

「ヒト・モノ・カネ」の動きを活発化し、地域の活力を促進します。 

 

「都市力（まち）の向上」 

〇土地利用のあり方の検討、推進 

   本市は、県下第２位の広大な市域を有し、地理的な特性や伝統文化の違

いなどから、地区ごとに様々な顔があります。各地区が持つ特性を最大限

に活かし、結びつけ、首都圏にありながら都市機能と農村機能のバランス

のとれた、魅力あふれる「まち」を創造します。 

 特に市街地では、本市の顔であるＪＲ君津駅周辺の土地の高度利用を促進

するなど、都市機能の集積による賑わいと利便性の向上を図ります。 

また、君津インターチェンジ周辺は、地理的優位性などから、本市の更な

る発展に向けた、新たな産業の受け皿となり得ることから、関係機関とも連

携しながら、様々な可能性を検討します。 

なお、土地利用のあり方の検討、推進にあたっては、国土強靱化地域計画

を踏まえ、今後も起こり得る大規模災害に備えた、防災・減災のまちづくり

の視点に立って取り組んでいきます。 

 

〇公共施設マネジメントの推進 

   本市の公共建築物の建築年度は、昭和４０年代に集中しており、今後、一

斉に大規模改修や建替えの時期を迎えます。 

このため、今後の公共施設の再配置について、公共施設の強靱化や、持続

可能なまちづくりの視点に立ち、市民との課題の共有や対話などに努めると

ともに、施設の再編により生じる空き施設を有効活用するなど、公共施設の

質・量・財政負担の最適化を図ります。 
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都市力

（まち）

市民力

（ひと）

産業力

（しごと）

「市民力（ひと）の向上」 

〇市民が主役のまちづくりを推進 

 将来にわたって、持続可能なまちづくりを推進していくためには、市民 

一人ひとりが、その個性をいかんなく発揮し、様々な場面において、活躍す

ることが重要です。 

このため、本市を舞台に活躍し続ける「ひと」の育成に力を注ぐことで、

全ての市民が君津への愛着と誇りを持ち続け、前向きで生き生きと暮らせる

まちづくりを推進します。 

 

「産業力（しごと）の向上」 

〇民間活力を最大限に活かす 

地方創生の実現に向けては、民間の力を最大限に引き出し、経済の好循環

を促す仕組みの構築が求められます。 

このため、規制緩和や税制面での優遇措置を検討し、本市において、企 

業がビジネス活動しやすい環境を整えるとともに、地方創生応援税制（企業

版ふるさと納税）の利用促進を図るなど、民間活力を最大限に活かした取組

を推進します。 

また、地域における課題や市民ニーズが多様化・複雑化する中、民間の持

つ知見や技術を積極的に導入するなど、先駆的な取組を通じて課題解決に結

びつけ、更なる地域の活性化を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

まち・ひと・しごとの好循環を生み出し、ヒト・モノ・カネの動きを活発化 
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（３）基本施策 

 

基本目標１ 安心して働けるしごとをつくる 

 

【基本的方向】 

本市は、臨海部に世界有数の製鉄所が立地し、君津市と言えば鉄のまちと

いわれるように、これまで企業城下町として発展を続けてきました。 

また、内陸部には、バイオテクノロジーや精密機械など、様々な分野のマ

ザー工場や研究施設の立地が進む「かずさアカデミアパーク」があります。 

近年では、豊かな自然環境や都心へのアクセス優位性などから、大規模な

農業関連企業の立地が進んでいます。 

今後も、本市の特性を活かした多種多様な魅力ある産業を創出し、特に若

い世代や女性にとって、安心して働ける雇用の場を確保します。 

 

【数値目標】 

指標 現状値 目標値 

市内事業所従業者数 
37,439 人 

（H28 経済ｾﾝｻｽ） 
38,330 人 

 

【施策パッケージごとの主な施策・ＳＤＧｓの目標】 

施策パッケージ 主な施策 ＳＤＧｓの目標 

産業競争力の強

化 

 

■再投資支援の促進 

立地企業の設備更新や事業の高度化に繋

がる再投資を支援します。 

 

【関連する主な事業】 

○企業立地促進事業 

 

 

■規制緩和の検討 

事業者の要望等に応じ、国・県・近隣市等

とも連携し、事業活動の妨げになる規制の緩

和を検討します。 
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■中小企業の経営安定 

中小企業への資金融資、君津市産業支援セ

ンターを通じた支援などにより、経営の安定

化を図ります。 

 

【関連する主な事業】 

○中小企業資金融資及び利子補給事業 

○産業支援センター運営事業 

 

 

起業、創業の支

援 

■創業者に対する支援 

君津商工会議所、金融機関と連携し、君津

市産業支援センターを通じた創業支援を行

います。 

 

【関連する主な事業】 

○産業支援センター運営事業（再掲） 

○特定創業支援事業 

 

 

■空き店舗を活用した事業支援 

市内の空き店舗や空き家を活用し、新たに

お店を始める方などを支援します。 

 

【関連する主な事業】 

○きみつ魅力あふれるお店づくり事業 

 

 

 

人材の確保、雇

用環境の整備 

■企業誘致の推進 

無人航空機（ドローン）やＡＩ（人工知能）

などの未来技術をはじめ、幅広い産業の企業

誘致を行います。また、千葉県や関係機関と

連携し、新たな産業用地の確保に努めます。 

 

【関連する主な事業】 

○企業立地促進事業（再掲） 
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■企業情報の発信 

市内企業の採用情報や地元で働く魅力を

各種セミナーや企業説明会などを通じ、幅広

く周知します。 

 

 

■多様な人材の活躍支援 

就業意欲があるものの、様々な要因により

就業に結びついていない方を支援し,潜在的

な労働力の活用を図ります。 

また、テレワークに係る経費を補助するこ

とで場所にとらわれることのない多様な働

き方を推進します。 

 

【関連する主な事業】 

○君津版ハローワーク管理運営事業 

○中小企業テレワーク導入支援補助金（追

加） 

 

 

■外国人技能実習生の受け入れ 

 開発途上地域等への知識・技術の移転を目

的とした技能実習制度の趣旨に賛同し、受け

入れを希望する市内企業のニーズに応える

ための環境を整備します。 

 

【関連する主な事業】 

 ○外国人技能実習生受入事業補助金（新

規） 

 

 

 

 

力強い農業の推

進 

■農地集積・集約化の推進 

農地中間管理機構と連携し、貸付希望があ

る農業者から農地を借り受け、地域の担い手

農家に貸し付けます。 
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また、地域等の話合いによる人・農地プラ

ンの作成を推進します。 

 

【関連する主な事業】 

○農地中間管理事業 

○強い農業・担い手づくり総合支援交付金 

 

 

■農産物のブランド化の促進 

カラーや小糸在来®等の生産拡大の施設、

販売促進等の取組を支援します。 

また、本市の特色となる新品目の導入にチ

ャレンジする農家を支援します。 

ＪＡきみつの農産物直売所のリニューア

ルを支援し、農家の収益向上を目指します。 

 

【関連する主な事業】 

○特産品奨励事業 

○ふるさときみつ応援寄附金事業 

○「輝け！ちばの園芸」次世代産地整備支 

援事業 

 

 

 

■新規就農支援 

新規就農の担い手確保に向け、農業技術の

習得のほか、農業経営に伴う資金調達や農

地、住居、農機の確保などの支援を行います。 

 

【関連する主な事業】 

 〇新規就農支援事業 

○農業次世代人材投資事業 

○農地中間管理事業（再掲） 

○「輝け！ちばの園芸」次世代産地整備支 

援事業（再掲） 
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【重要業績評価指標（ＫＰＩ）】 

指標 現状値 目標値 

産業支援センターでの

支援数 
－ 年 51 事業者 

空き店舗を活用した新

規出店数 
年 2 店舗 年 4 店舗 

進出企業の雇用数 443 名 583 名 

新規就農者数 27 名 31 名 

 

 

【つながりのイメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

産業競争
力の強化

起業・創
業の支援

人材の確
保、雇用

環境

力強い農
業の推進
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基本目標２ 君津へのひとの流れをつくる 

 

【基本的方向】 

本市は、都心からわずか１時間の距離にありながら、四季折々の豊かな自然

が楽しめる観光スポットや、歴史的な文化遺産が数多く残されています。 

今後も、地域資源の磨き上げや新たな資源を創出するなど、都市と農村が調

和した、本市の魅力を積極的にＰＲするとともに、受け皿としての良質な住環

境を整備することで、交流人口の増加や移住定住の促進を図ります。 

また、地域に何かしらの形で関わる「関係人口」に注目し、本市を舞台に活

躍する、多様な人材の還流を促すことで、活力ある地域を維持します。 

 

【数値目標】 

指標名 現状値 目標値 

人口の社会増減数 -400 人（H30） -291 人 

 

【施策パッケージごとの主な施策・ＳＤＧｓの目標】 

施策パッケージ 主な施策 ＳＤＧｓの目標 

地域資源を活か

した交流人口、

関係人口の創出 

■観光振興の推進 

観光キャンペーンや各種イベントなどを

通じて、本市の観光資源を広くＰＲし、交流

人口の拡大を図ります。 

 

【関連する主な事業】 

○観光推進事業 

 

 

■広域連携による交流促進 

周辺自治体と連携しながら、互いの強みを

活かした広域的な取組により、観光振興を図

ります。 

 

【関連する主な事業】 

○地方創生広域連携事業 

○アクアラインイースト観光連盟 
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■関係人口の創出 

地域に何かしらの形で関わる「関係人口」

に注目し、本市を舞台に活躍する、多様な人

材の還流を促進します。 

また、郡ダムの湖面を水上スキー競技に活

用することで、学生を中心とした交流人口の

拡大や地域との交流を促進します。 

 

【関連する主な事業】 

○市民協働のまちづくり推進事業 

○郡ダム湖面活用推進事業 

 

 

 

移住定住を支え

る環境の充実 

■「きみつ」暮らしの推進 

イベントやホームページ等を通じて、本市

への移住に関する情報発信などを行い、移住

促進を図ります。 

また、高速バス通学者を支援することで、

若い世代の転出抑制を図ります。 

 

【関連する主な事業】 

○定住促進事業 

○高速バス通学支援事業 

○中古住宅取得補助事業 

〇地方創生広域連携事業（再掲） 

 

 

■空き家バンクの充実 

 空き家バンク制度を通じて、空き家の利活

用を促進するとともに、良質な住環境の整備

を行うことで、移住定住を推進します。 

 

【関連する主な事業】 

○空き家バンク事業 

○中古住宅取得補助事業（再掲） 
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【重要業績評価指標（ＫＰＩ）】 

指標 現状値 目標値 

観光入込客数 2,960 千人 3,463 千人 

空き家バンク登録物件

の成約数 
年 3 件 年 4 件 

 

【つながりのイメージ】 

 

 

  
地域資源を活か
した交流人口、
関係人口の創出

移住定住を支え
る環境の充実
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基本目標３ 安心して出産・子育てができる環境をつくる 

 

【基本的方向】 

本市の出生率は、１．５２（平成３０年）と全国平均１．４２（平成３０年）

を上回っているものの、出生数については、ピーク時の１，０４７人（平成６

年）に対して５７４人（平成３０年）と半数近くまで減少しています。 

今後も、共働き世帯や核家族化の進展により、子育てニーズが高まる中、妊

娠・出産・子育てにおける切れ目のない支援を行うことにより、誰もが安心し

て出産・子育てができる環境を整えます。 

また、地域の宝である子どもたちを、親の責任だけで育てるのではなく、地

域全体で担うなど、「子育ての社会化」に向けた取組を推進します。 

更には、ダイバーシティ（多様性）が求められ、不確実な時代にあっても、

子どもたちが互いを認め合い、社会に出て活躍できるよう、教育環境の充実を

図るとともに、幼少期に君津への愛着や親しみを感じてもらえるよう、本市の

魅力を活かした取組を推進します。 

 

【数値目標】 

指標 現状値 目標値 

合計特殊出生率 1.52（H30） 1.64 

 

【施策パッケージごとの主な施策・ＳＤＧｓの目標】 

施策パッケージ 主な施策 ＳＤＧｓの目標 

妊娠、出産、子育

ての切れ目のな

い支援 

■母子の支援体制の充実 

子育て世代包括支援センターを通して、妊

娠中から育児期まで継続して関わり、産後の

育児不安などへの支援を行います。 

 

【関連する主な事業】 

○子育て世代包括支援センター運営事業 

○母子保健推進事業 

 

■子育て家庭への支援 

子育てに関する情報提供や各種支援の充

実を図るなど、子育て家庭を応援します。 
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【関連する主な事業】 

○地域子育て支援センター事業 

○子ども医療費助成事業 

○ファミリーサポートセンター事業 

○病児・病後児保育事業 

■保育環境の整備 

安全で安心して過ごせる子どもの居場所

を確保するため、民間とも連携しながら保育

園施設の整備を推進します。 

 

【関連する主な事業】 

  ○保育園環境整備事業 

○民間保育園運営費補助金 

 

 

■子どもの居場所づくり 

放課後の子どもの居場所を確保するため、

放課後児童クラブ運営を支援します。 

 

【関連する主な事業】 

○放課後児童健全育成事業 

 

 

■ひとり親家庭等への支援 

ひとり親家庭等の子どもに対し、基本的な

生活習慣の習得支援、学習支援を行います。 

 

【関連する主な事業】 

○生活困窮者等自立相談支援事業（学習支

援事業） 

 

 

 

子どもの教育環

境の充実 

■グローバル化に対応した外国語教

育の推進 

君津市版英語検定、イングリッシュ・デイ・

キャンプ、君津市版スピーチコンテストな

ど、市独自の英語の取組や外国語教育におけ

る課題、改善策について検討し、内容の充実
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を図ります。 

【関連する主な事業】 

○外国語教育推進事業 

○外国人英語助手活用事業 

■学力向上の推進 

繰り返しや習慣化を重視して基礎的・基本

的な知識・技能の習得を促すとともに、「主

体的・対話的で深い学び」の視点からの授業

を行い、言語能力や情報活用能力、体験から

学び実践する力の育成を図ります。 

 

【関連する主な事業】 

○学力向上推進事業 

 

■読書に親しむ環境の充実 

小学生までの各時期に合った絵本・図書を

紹介するなど、子どもたちが読書の楽しさを

経験できる環境の充実を図ります。 

 

【関連する主な事業】 

○子どもの読書活動推進事業 

○中央図書館読書推進事業 

 

■学校再編の推進 

学校の適正規模・適正配置、小中一貫教育 

やコミュニティ・スクール、キャリア教育等、

時代にあった新しいタイプの学校・カリキュ

ラムを構築し、魅力的な学校づくりを推進し

ます。 

 

【関連する主な事業】 

○施設整備事業 

○小中一貫教育推進事業 

○コミュニティ・スクール推進事業 
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子育て情報の
発信

子育て世代の
交流の場づく

り

子どもを預け
られる支え合
いづくり

子どもの教育
環境の充実

■安全安心な教育環境の整備 

トイレの洋式化を計画的に実施するなど

教育環境の改善や災害時の避難所としての

機能向上を図ります。 

 

【関連する主な事業】 

○施設整備事業（再掲） 

 

■ＧＩＧＡスクール構想の推進 

児童・生徒に将来必要な情報活用能力の育

成及び主体的対話的で深い学びの視点から

の授業改善を行うために、ＩＣＴ学習機器等

の整備及び活用を推進します。 

 

【関連する主な事業】 

 ○ＩＣＴ学習環境整備事業（追加） 

 

 

【重要業績評価指標（ＫＰＩ）】 

指標 現状値 目標値 

3 歳児健康診査のアンケートにおいて

「この地域で、今後も子育てをしてい

きたい」と思う人の割合 

66.4% 68.0% 

認可保育園の待機児童数（毎年４月１

日時点） 
50 人 0 人 

児童生徒が「わかる」授業の展開 
小学校 93.7% 

中学校 77.5% 

小学校 100% 

中学校 90% 

 

【つながりのイメージ】 

  

  

    

妊娠・出産・子育て

の切れ目のない支援 
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基本目標４ つながり・支え合いによる安心安全なまちをつくる 

 

【基本的方向】 

令和元年房総半島台風等を教訓とし、早期の災害からの復旧・復興に全力で

取り組んでいくとともに、地域のつながりや支え合いが息づく、安心安全な暮

らしが実現できるまちづくりを推進します。 

また、新型コロナウイルス感染拡大防止と社会経済活動の両立に取り組み

ます。 

加えて、人口減少や少子高齢化の進展により、コミュニティやサービス機能

の低下が懸念される中、都市機能の集積による利便性の向上、地域の実情に応

じた公共施設の再編や地域拠点の整備、交通ネットワークの充実を図るなど、

持続可能なまちづくりを推進します。 

 

【数値目標】 

指標名 現状値 目標値 

住みやすいと思う人の

割合 
61.4％ 69.3％ 

 

【施策パッケージごとの主な施策・ＳＤＧｓの目標】 

施策パッケージ 主な施策 ＳＤＧｓの目標 

災害からの復旧

復興と安心安全

な暮らしの確保 

■市民生活の早期再建 

 市民が１日も早く日常生活を取り戻せる

よう、国や県とも連携しながら、住宅再建

等を支援します。 

 

【関連する主な事業】 

 ○被災住宅修繕緊急支援事業 

 ○被災住宅応急修理事業 

 

■産業・経済の復興 

千葉県、関係する団体とも連携しながら、

農業用施設等の復旧、中小企業への支援等を

通じ、早期の産業復興、地域経済の活性化を

図ります。 
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【関連する主な事業】 

○農業用ハウス強靱化緊急対策事業 

○強い農業・担い手づくり総合支援交付金 

（再掲） 

■地域防災力の向上 

令和元年度房総半島台風による被災を踏

まえ、情報伝達手段の充実、自主防災組織の

取組を強化するなど、地域防災力の向上を図

ります。 

また、災害に強く、安全で安心な暮らしを

目指したまちづくりを推進するため、インフ

ラや公共施設等の強靱化を図ります。 

 

【関連する主な事業】 

○デジタル防災行政無線施設整備事業 

○自主防災組織育成事業 

○非常災害時用備蓄品購入事業 

○地区防災計画策定事業 

〇地域防災計画関係事業（新規） 

○災害に強い森づくり事業（新規） 

○宅地耐震化推進事業（新規） 

 

 

 

■地域における防犯対策の推進 

自主防犯活動を支援することにより、地域

の防犯力を高め、犯罪認知件数の減少を目指

します。また、防犯ボックスを拠点とし、地

域の児童生徒の見守り活動や自主防犯団体

との合同パトロールなど、地域住民、市、警

察、県が一体となった防犯活動を推進しま

す。 

 

【関連する主な事業】 

○防犯推進事業 

○防犯ボックス運営事業 
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新型コロナウイル

ス感染症対策と新

しい生活様式への

対応 

■感染症対策 

新型コロナウィルス感染症の感染拡大

から、市民の命、健康、生活を守るため、

衛生関係消耗品の購入や、ＰＣＲ検査、ワ

クチン接種などの感染症対策を行いま

す。 

 

【関連する主な事業】 

○感染症対策物品等購入事業（新規） 

○学校等ＰＣＲ検査データ解析事業（追

加） 

○新型コロナウイルスワクチン接種事業

（追加） 

○中小企業テレワーク導入支援補助金（追

加・再掲） 

 

 

 

■ＤＸ推進による市民サービスの向

上 

電子申請サービスの拡大を図り、来庁を前

提とした窓口のあり方の見直し、市民サービ

スの向上を推進します。 

 

【関連する主な事業】 

 ○ＤＸ推進事業（新規） 

 

コミュニティづ

くりの推進 

■市民協働の推進 

市民活動の情報発信を行うとともに、地域

活性化や特色あるまちづくりに資する取組

を支援します。また、対話型による市民参加

手続きを浸透させるための取組や市民協働

を推進するための講座を実施します。 

 

【関連する主な事業】 

○市民協働のまちづくり推進事業 
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■自治会加入の促進 

転入・転居に際し、啓発用のチラシ及び自

治会加入連絡票を配布し、自治会加入を呼び

かけるなど、自治会加入率の維持向上に取り

組みます。 

 

【関連する主な事業】 

○自治会育成事業 

 

 

■国際交流の推進 

交流イベントや外国語教室の開催等、市民

レベルでの交流を推進し、相互理解を深め、

多文化共生社会の実現を目指します。 

 

【関連する主な事業】 

○国際交流推進事業 

 

地区の特性に応

じた拠点の形成

と交通ネットワ

ークの充実 

■都市機能の充実・強化 

地域の拠点を中心に都市機能の充実・強化

を図るとともに、立地適正化計画を策定する

など、持続可能なコンパクトなまちづくりを

推進します。 

 

【関連する主な事業】 

○調査推進事業 

 

 

■交通ネットワークの充実 

各交通モード（鉄道や路線バス等）の機能

充実及び相互連携により、利便性の高い公共

交通体系を構築し、地域の拠点を結び付ける

など、交通ネットワークの充実を図ります。 

 

【関連する主な事業】 

○総合交通体系整備促進事業 

○ＪＲ久留里線活性化協議会負担金 

○不採算路線維持費補助金 

○コミュニティバス運行事業 
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○デマンド交通事業 

○高速バス通学支援事業（再掲） 

■公共施設マネジメントの推進 

地域の特性を大切にしながら、既存施設の

複合化や改修、除却などを進めるとともに、

民間活力も活用しながら、地域の拠点となる

施設整備に取り組みます。 

 

【関連する主な事業】 

○ファシリティマネジメント推進事業 

 

 

■地域活性化拠点の整備 

 空き校舎となっている旧秋元小学校に、公

民館、行政センター、保育園の公共施設機能

と防災拠点機能に加え、地域活力創造機能等

を複合化し、人がつどい、にぎわいが生まれ

る、新たな地域の拠点として再整備します。 

 

【関連する主な事業】 

 ○旧秋元小学校複合化整備事業（追加） 

 

 

 

 

 

【重要業績評価指標（ＫＰＩ）】 

指標 現状値 目標値 

自主防災組織カバー率 71％ 77％ 

市民活動団体支援件数 年 19 件 年 22 件 

電子申請サービスの推

進数 
9（2020） 27 

公共施設総量の削減 

（2015 年（平成 27 年）

の延床面積を基準） 

－ 2.4％削減 
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災害からの復
旧復興と安全
安心な暮らし

の確保

新型コロナウイ
ルス感染症対策
と新しい生活様

式への対応

コミュニティ
づくりの推進

地区の特性に応
じた拠点の形成
と交通ネットワ

ークの充実

 

【つながりのイメージ】 
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参考（付属資料） 

用語解説（５０音順） 

用 語 解 説 

空き家バンク 
空き家の売却又は賃貸を希望する所有者から申込みを受けた情報を、市内

への定住等を目的として空き家の利用を希望する者に対し紹介する仕組み。 

アクアラインイ

ースト観光連盟 

東京湾アクアラインの千葉県側の君津市、木更津市、富津市、袖ケ浦市の 4

市、観光協会、観光事業者等が組織している団体。観光客に向けたイベントな

どの企画や、広域での情報発信を行っている。 

ＡＩ（人工知能） 
Artificial Intelligence の略で、人工知能のこと。学習・推論・判断とい

った人間の知能の持つ機能を備えたコンピュータシステム。 

ＮＰＯ 

Non Profit Organization の略。様々な社会貢献活動を行い、事業収益を

目的としない団体の総称。特定非営利活動促進法に基づく法人格を取得して

いると、特定非営利活動法人（NPO 法人）となる。 

温室効果ガス 

二酸化炭素、メタン、一酸化二窒素及び人工物質であるハイドロフルオロカ

ーボンなどを指す。化石燃料の燃焼や土地利用など、人類のあらゆる活動に伴

って発生するものであり、温室効果ガスの濃度が増加すると地球温暖化が進

むとされている。 

かずさアカデミ

アパーク 

研究開発機能の集積を図るサイエンスパークであり、かずさＤＮＡ研究所

といった先端技術産業分野の研究開発拠点として整備されている。 

君津市地域子育

て支援センター 

 子育ての不安・悩みなどの相談や、子育て中の親子が集う場として、専任の

職員を配置した地域の子育て支援の拠点となる施設。 

君津市子育て世

代包括支援セン

ター 

 妊娠期から子育て期にわたるまでの様々なニーズに対して総合的相談支援

を提供するワンストップ拠点のこと。 

君津市産業支援

センター 

 君津市と君津商工会議所が連携して 2018 年（平成 30 年）9 月に開所した、

資金調達や販路拡大、事業承継、人材育成などの課題を抱える中小企業者や創

業者の総合相談窓口。通称：きみつの未来活力支援センター。 

国土強靱化地域

計画 

平成２５年１２月に制定された「強くしなやかな国民生活の実現を図るた

めの防災・減災等に資する国土強靱化基本法」に基づき、大規模自然災害から

住民の命や生活、地域経済社会を守るため、あらかじめ災害に強い地域づくり

を計画的に推進するための指針となるもの。 
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用 語 解 説 

コミュニティス

クール 

「地域とともにある学校」を目指し、保護者や地域住民、教職員等で構成さ

れる「学校運営協議会」を設置した学校のこと。「学校の力を地域へ」「地

域の力を学校へ」広げていくことを目指す。 

３Ｒ 
循環型社会の形成をめざす取組で、リデュース（Reduce、発生抑制）、リユ 

ース（Reuse、再使用）、リサイクル（Recycle、再生利用）の総称。 

ジェンダー 

「社会的・文化的に形成された性別」のこと。社会通念や慣習の中には、社会

によって作り上げられた「男性像」、「女性像」があり、このような男性、女

性の別を「社会的・文化的に形成された性別」（ジェンダー／gender）という。 

持続可能な開発

目標（ＳＤＧｓ） 

国連サミットで採択された国際社会全体の開発目標で、「誰一人取り残さな

い」持続可能な社会を実現するため、１７の目標と１６９のターゲットで構成

されている。 

生物多様性 

生きものたちの豊かな個性とつながりのこと。生物多様性条約では、生態系

の多様性・種の多様性・遺伝子の多様性という 3 つのレベルで多様性があると

している。 

宅地耐震化推進

事業 

大地震等における大規模盛土造成地の滑動崩落による宅地地盤の被害を防

止・軽減するため、事前対策を推進する事業。 

地方創生応援税

制（企業版ふる

さと納税） 

地方自治体が実施する地方創生事業に、企業が寄附を行うことで税額控除

の優遇措置が受けられる制度。 

Ｓｏｃｉｅｔｙ

５．０ 

新たな技術をあらゆる産業や社会生活に取り入れてイノベーションを創出

し、ひとり一人のニーズに合わせる形で社会的課題を解決する新たな社会。 

ＤＸ 

デジタル・トランスフォーメーション（Digital Transformation）の略称で、

ＩＣＴの浸透が人々の生活をあらゆる面でより良い方向に変化させること。

「Trans」を「X」と略し、一般的に「DX」と表記される。 

農地中間管理機

構 

 担い手への農地集積・集約化を図るため、農地所有者と農業経営者の間に立

ち、農地の中間的な受け皿となる組織。 

人・農地プラン 
地域の高齢化や農業の担い手不足が心配される中、将来的に誰がどのよう

に農地を使い農業を進めていくのかを地域の話合いに基づきまとめた計画。 

ファシリティマ

ネジメント 

土地、建物、構築物及び設備等の財産を経営資源として捉え、経営的視点に

基づき、総合的かつ長期的な観点からコストと便益の最適化を図りつつ、財産

を戦略的かつ適正に管理及び活用していくという手法。 
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用 語 解 説 

ファミリーサポ

ートセンター事

業 

子どもを預かってほしい会員に対し、育児を応援したい会員を紹介し、会員

相互の援助活動を支援するもの。 

放課後児童クラ

ブ 

 保護者が労働等により昼間家庭にいない小学生に対し、放課後等に学校の

余裕教室や専用施設などを活用して、適切な遊びや生活の場を提供する事

業。 

防犯ボックス 
地域の防犯力の向上を図ることを目的に、地域住民の方々、千葉県、警

察、君津市が一体となって効果的な防犯活動を推進するための拠点施設。  

マザー工場 
単なる量産工場ではなく、開発、量産試作などの機能を備え、他の工場に対

しての技術指導や支援能力を持つなど、高い付加価値を有する施設をいう。 

立地適正化計画 

居住機能や医療・福祉・商業、公共交通等の様々な都市機能の誘導により、

都、市全域を見渡したマスタープランとして位置づけられる市町村マスター

プランの高度化版のこと。 
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